






地震対策-483

構造概要図（イメージ図）

平面図

Ａ－Ａ断面図
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① 鋼製防護壁の構造

７．防潮堤の構造 （2／8）

○ 鋼製防護壁は，幅約81 m，高さ約17 m，奥行き
約5 m の鋼製の構造物であり，幅約50 m の
取水構造物を横断して設置する。

○ 鋼製防護壁は鉛直及び水平方向に配置された
鋼板で構成される鋼殻構造であり，施工性を考
慮して分割したブロックの集合体として全体を構
成する。

○ 基礎部は，南北両側に配置した地中連続壁基
礎にて構成され，津波荷重等を受ける鋼製防護
壁を支持する。

取水構造物
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ジャッキを配置し１段目

の支間部ブロックを架設

する。

架設時には，１段目自重

によるたわみ量及び２段

目以降の構造系の変化を

考慮したたわみ量をあら

かじめ上げ越しする。

各層の架設完了後，支柱

部・支間部に予め設けた

ポイントの座標を計測す

る。

管理値から逸脱した場合

は，反力受け構を設置し

，ジャッキを用いて調整

し管理値以内に納める。

地中壁連続壁基礎上部に直接定着式アンカーボルトを

設置

１段目及び２段目の支柱部ブロックを設置

支柱部中詰め鉄筋コンクリートを施工

７．防潮堤の構造 （4／8）

① 鋼製防護壁の構造 施工ステップ図

















地震対策-493

９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

2011年東北地方太平洋沖地震の観測記録とSs-D1の 大加速度値の比較

○2011年東北地方太平洋沖地震における地中地震計の観測記録の 大加速度と，Ｓｓ－Ｄ１による施設評価モデルの 大応答

加速度を比較し，地中における両者の 大加速度の増幅傾向は概ね整合的であることを確認した。

Ｓｓ－Ｄ１は周期特性の偏りがなく，全周期帯において安定した応答となることから代表して比較している。

なお，Ｓｓ－Ｄ１以外の基準地震動Ｓｓについても概ね同様の傾向を示している。

▼：地中地震計 ＮＳ方向 ＥＷ方向 ＵＤ方向

▼E.L.-17m

▼E.L.-192m

▼E.L.-370m
（解放基盤表面）

▽EL.-9.0m （基礎下端）
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○ 原子炉建屋

・解放基盤表面で定義される基準地震動Ｓｓを用いて一次元波動論により算定した建屋基礎底面及び側面地盤ばね位置での応答波を
入力とした地震応答解析を実施した。

・地震応答解析モデルに用いる基礎底面の地盤ばねは，振動アドミッタンス理論（１）に基づき設定し，建屋埋め込み部分の側面地盤ばね
は，Novakの方法（２）により設定する。

・地盤ばねの算定に用いる地盤定数は初期地盤の物性値とひずみ依存特性から一次元波動論より求めた等価物性値とする。

・地盤物性のばらつきを考慮した原子炉建屋の耐震壁のせん断ひずみを算出し， 大せん断ひずみと許容限界を比較した結果，耐震壁
の 大せん断ひずみは0.60×10-3（要素番号(5)，地盤物性のばらつきを考慮（＋σ），NS方向，Ｓｓ－３１）であり，許容限界（2.0×10-3）
を超えないことを確認した。

（NS方向） （EW方向）
せん断スケルトン曲線上の 大応答値（Ｓｓ－３１，要素番号(5)）

地盤物性のばらつきを考慮した地震応答解析ケース

地震応答解析モデル及び入力地震動の概念図（水平方向）

○：基本モデル
△：地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）
◇：地盤物性のばらつきを考慮（－σ）

地盤物性 モデル名称

基本ケース 標準地盤 基本モデル

地盤物性の変動による影響
標準地盤＋σ相当 地盤物性のばらつきを考慮（＋σ）

標準地盤－σ相当 地盤物性のばらつきを考慮（－σ）

９．基準地震動Ｓｓ－Ｄ１の応答解析と東日本大震災時の観測記録との比較

参考 2011年東北地方太平洋沖地震のシミュレーション結果（１／２）

参考文献 (1)田治見宏 ： 耐震理論に関する基礎的研究，東京大学生産技術研究所報告，第8巻，第4号，1959年
(2)Novak，M.et.al. ： Dynamic Soil Reactions for Plane Strain Case，The Journal of the Engineering

Mechanics Division，ASCE，1977
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10．液状化に関する考慮

２．耐震評価（１／２）

主要構造物における液状化影響を踏まえた耐震性評価の 大照査値は、１を下回り、安全であることを確認した。
なお、評価においては、許容値に安全裕度（安全率  1 ）を見込んだ設計を行っている。さらに安全側の評価となるよう、敷地には存在

しない液状化しやすい豊浦標準砂の液状化強度特性を用いた設計も行っている。

設備
分類

設備名称
【間接支持している設備名称】

支持層 周辺地盤の地層のうち，液状化検討対象層
液状化の影響検討

液状化影響検討に対応した
補強対策工

耐震評価結果

要 不要 大照査値 評価

設
計
基
準

対
処
施
設

使用済燃料乾式貯蔵建屋 久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.996 OK

防潮堤（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁） 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層，D2s-3層，D2g-3層，D1g-1層 ● ― 地盤改良 0.67 OK

防潮堤（鋼製防護壁） 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― ― 0.97 OK

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁） 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― ― 0.82 OK

防潮堤（鉄筋コンクリート防潮壁(放水路エリア)） 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― ― 0.76 OK

設
計
基
準
対
処
施
設
及
び

重
大
事
故
等
対
処
施
設

原子炉建屋 久米層 無し※１ ― ● ― 0.300 OK

取水構造物 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― 地盤改良，後施工せん断補強筋（PHb） 0.695 OK

主排気筒
【非常用ガス処理系排気筒】

久米層 無し（第四系全てを地盤改良） ● ― 地盤改良 0.915 OK

非常用ガス処理系配管支持架構
【非常用ガス処理系配管】

久米層 無し（第四系全てを地盤改良） ● ― 地盤改良 0.497 OK

屋外二重管
【残留熱除去系海水系配管等】

久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― 地盤改良 0.72 OK

貯留堰 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層 ● ― 地盤改良 0.77 OK

常設代替高圧電源装置置場及び西側淡水貯水設備
【常設代替高圧電源装置，軽油貯蔵タンク等】

久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.73 OK

常設代替高圧電源装置用カルバート（トンネル部）
【非常用ディーゼル発電装置燃料油系配管等】

久米層 du層，Ag2層，D2g-3層，D2s-3層 ● ― ― 0.65 OK

常設代替高圧電源装置用カルバート（立坑部）
【非常用ディーゼル発電装置燃料油系配管等】

久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層，D2g-3層，D2s-3層 ● ― 地盤改良 0.70 OK

常設代替高圧電源装置用カルバート（カルバート部）
【非常用ディーゼル発電装置燃料油系配管等】

久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層，D2g-3層 ● ― 地盤改良 0.69 OK

重
大
事
故
等
対
処
施
設

緊急時対策所建屋 久米層 du層，D2s-3層，D2g-3層 ● ― 地盤改良 0.629 OK

緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク基礎
【緊急時対策所用発電機燃料油貯蔵タンク】

久米層 du層，D2s-3層，D2g-3層 ● ― 地盤改良 0.70 OK

緊急用海水ポンプピット 久米層 du層，Ag2層，Ag1層，D2g-3層 ● ― ― 0.93 OK

緊急用海水取水管 久米層 du層，Ag2層，As層，Ag1層，D2g-3層，D2s-3層 ● ― ― 0.14 OK

ＳＡ用海水ピット 久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.98 OK

海水引込み管 久米層 du層，Ag2層，Ag1層，D2g-3層，D2s-3層 ● ― ― 0.15 OK

ＳＡ用海水ピット取水塔 久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.81 OK

格納容器圧力逃がし装置格納槽
【格納容器圧力逃がし装置等】

久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.557 OK

格納容器圧力逃がし装置用配管カルバート
【格納容器圧力逃がし装置用配管】

久米層 du層，D2g-3層 ● ― ― 0.84 OK

代替淡水貯槽 久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.83 OK

常設低圧代替注水系ポンプ室
【常設低圧代替注水系ポンプ】

久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.74 OK

常設低圧代替注水系配管カルバート
【常設低圧代替注水系配管】

久米層 du層，Ag2層，D2g-3層 ● ― ― 0.76 OK

可搬型設備用軽油タンク基礎（西側）
【可搬型設備用軽油タンク】

久米層 du層，D2s-3層，D2g-3層 ● ― 地盤改良 南側で代表 OK

可搬型設備用軽油タンク基礎（南側）
【可搬型設備用軽油タンク】

久米層 du層，D1g-1層 ● ― 地盤改良 0.76 OK

※１：排水設備により，地下水位を久米層分布深度以深としていることから，地下水位以深に液状化検討対象層はない。
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地震応答解析対象断面図

鋼管杭仕様 発生断面力

発生応力度
σｓ(N/mm2)

短期許容
応力度
σｓa１

(N/mm2)

照査値
σｓ/σｓa１

解析ケース杭径
(㎜)

板厚
(㎜)

断面積
（m2）

断面係数
（m3）

曲げ
モーメント
（kN・m）

軸力
（kN）

2500 35 0.263 0.15995 34955 9015 253 382.5 0.67 ②Ｓs－Ｄ１

鋼管杭仕様 発生断面力
発生応力度
τｓ(N/mm2)

短期許容
応力度

τｓa(N/mm2)

照査値
τｓ/τｓa

解析ケース杭径
(㎜)

板厚
(㎜)

断面積
（m2）

せん断力
（kN）

2500 35 0.263 9265 71 217.5 0.33 ④Ｓs－Ｄ１

鋼管杭のせん断力照査における 大照査値

鋼管杭の曲げ軸力照査における 大照査値

○ 津波防護施設の耐震性評価結果の一例として，鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の照査結果を示す。

①地下水位を地表面に設定した。
②原地盤の液状化強度試験データに基づき適切に設定（平均値より1σ（σ：標準偏

差）低減）した液状化強度特性に加え，液状化の発生は認められないことを確認し
ているが、保守的に地盤を強制的に液状化させることを仮定した評価を実施した。

液状化の影響を考慮した解析を実施し，地震時における構造部材の健全性を確認
する。
鋼管杭のせん断，曲げの照査値（発生応力度／短期許容応力度）は1.0を下回り，防
潮壁が構造強度を有すること及び止水性を損なわないことを確認した。

条 件 ：

確認内容：

解析結果：

10．液状化に関する考慮

２．耐震評価（参考）

※ 照査値＝発生応力／短期許容応力度
（1.0以下であれば許容限界以下（弾性範囲内）でOK）
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平成23年3月の評価 平成29年1月の評価

揺すり込み沈下 緩い埋戻土の揺すり込み沈下 同左

液状化 液状化による噴砂跡は確認されないものの，
津波が達していたことから，津波により液状
化による噴砂跡の消失の可能性を考慮。
⇒土木学会にて噴砂跡の消失の可能性も考
え，液状化（地盤沈下）を報告（平成24年2月）

• 津波が到達した範囲において、地盤沈下（次項写
真①，②，④），構造物の変形等（写真③，⑤）が
確認された。

• 津波の到達がない取水構造物西側の沈下箇所
において，噴砂跡，地中埋設物の浮き上がりは認
められない。（次項写真②）

• 取水構造物の北側，南側も上記と同様の施工で
埋め戻されている。

• 基準地震動Ssによる解析評価結果においても、
取水構造物周りの地盤に液状化は確認されな
かった（7p）

• 以上より、液状化の可能性は小さいと考えられる。

洗掘・吸出し 津波（引き波）による埋戻土の洗掘・吸出し 同左

【取水構造物 地震後の状況】

沈下は取水構造物近傍の埋戻し個所で局所的に発生しており，敷地内においては液状化時の痕

跡とされる噴砂や地中埋設物の浮き上がりは認められなかった。

したがって，東北地方太平洋沖地震において，東海第二発電所の敷地内で液状化が発生した可

能性は小さいと考えられる。

10．液状化に関する考慮

３．取水構造物 地震後の状況（１／２）

（参考）
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基準地震動Ss-D1とSs-31のエネルギースペクトルの比較

○評価内容
・巨大地震などの地震動による長周期構造物等への影響を確認する上では，地震動の総エネルギーと周期との関係
を表すエネルギースペクトルが用いられることがあるため，その結果についても確認する。

○評価結果
・エネルギースペクトルを確認した結果，短周期構造物であり顕著な塑性化が見られていない原子炉建屋では，エネル
ギーの累積量があまり大きくないと考えられることから，その応答性状を把握する上では，応答スペクトルによる 大
応答の周期特性が有効な指標であることを確認した。
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11．地震動のエネルギースペクトル等に関する耐震設計上の考慮

参考 エネルギースペクトルの確認結果について
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(a) 評価内容
Ｓクラス機器で地震動の影響が も大きい原

子炉系配管を代表として，低サイクル疲労評価
と東北地方太平洋沖地震を含めた地震動の影
響を考慮した評価の合計値が許容値を下回るこ
とを確認する。

（b） 評価結果
合計値が許容値1を下回ることから，耐震安

全性上問題ないと評価した。

＜低サイクル疲労評価の震災影響評価＞

2011年の東北地方太平洋沖地震による影響を
考慮し，低サイクル疲労評価に基準地震動SSと
東北地方太平洋沖地震を組み合わせた耐震安
全性評価を行い，健全性を確認する。

機器

低サイクル疲労評価 地震動の影響を考慮した評価
①＋②＋③

合計値
許容値①６０年時点の疲労

累積係数
②地震動による疲労累
積係数（基準地震動SS）

③東北地方太平洋沖地
震による疲労累積係数

原子炉系
（蒸気部）配管

0.0853 0.6558 0.0043 0.7454 1＝＋ ＜

①６０年時点の疲労
累積係数

＋

③東北地方太平洋沖地震
による疲労累積係数※

②地震動による疲労累積
係数（基準地震動SS）

＋

許容値を下回ることを
確認

低サイクル疲労評価

地震動の影響を
考慮した評価

※：原子炉建屋に設置された地震計にて計測された観測
記録を基に作成された入力地震動を用いて評価

【震災影響評価】

低サイクル疲労評価及び東北地方太平洋沖地震を
考慮した耐震安全性評価の概念

＋

11．地震動のエネルギースペクトル等に関する耐震設計上の考慮

特別点検，劣化状況評価及び保守管理に関する方針について（改訂版）の一部を再掲

































地震対策-529

13．重大事故等対処設備（サポート系を含む）に係る耐震設計方針

重大事故等対処設備の耐震設計上の施設区分及び設計用地震力

〇重大事故等対処設備は，要求される機能に応じて，重大事故等の発生を防止する機能を有する設備（重大事故
防止設備），又は事故の拡大を防止しまたその影響を緩和するための設備（重大事故緩和設備）に区分し，さら
に設置方法により常設，可搬に区分される。

〇これら設備区分に応じ耐震評価に適用する設計用地震力は下表のとおりとなる。

設備区分
該当する施設

（設備，機能の例）
設計用地震力

重大事故
防止設備

常設耐震重要
重大事故防止設備

重大事故防止設備のうち常設のものであって，重大事故
等時において耐震Ｓクラスに属する設備の機能を代替する
もの
（代替制御棒挿入機能，高圧代替注水系による原子炉注
水）

基準地震動Ｓｓによる地震力

常設耐震重要重大事故
防止施設以外の

常設重大事故防止設備

重大事故防止設備のうち常設のものであって，重大事故
等時において耐震Ｂクラス及び耐震Ｃクラスに属する設備
の機能を代替するもの
（使用済燃料プール水位・温度監視設備（主要監視設備の
代替機能））

代替する設備の耐震クラス（Ｂクラス又はＣクラス）に対す
る地震力

・Ｂクラスを代替する設備：2.4Ｃｉ*
・Ｃクラスを代替する設備：1.2Ci
＊：共振する可能性がある設備：Ｓｄ×1/2

可搬型重大事故防止設備 重大事故防止設備のうち可搬型のもの
（可搬型代替注水中型/大型ポンプ，可搬型代替低圧電源

装置）

基準地震動Ｓｓによる地震力

常設耐震重要重大事故防止設
備及び可搬型重大事故防止設

備が設置される重大事故等対処
施設

常設耐震重要重大事故防止設備及び可搬型重大事故防
止設備が設置される建物・構築物及び土木構造物
（原子炉建屋）

基準地震動Ｓｓによる地震力

重大事故
緩和設備

常設重大事故
緩和設備

重大事故緩和設備のうち常設のもの
（格納容器圧力逃がし装置）

基準地震動Ｓｓによる地震力

可搬型重大事故
緩和設備

重大事故緩和設備のうち可搬型のもの 基準地震動Ｓｓによる地震力

常設重大事故緩和設備及び可
搬型重大事故緩和設備が設置さ

れる重大事故等対処施設

常設重大事故緩和設備及び可搬型重大事故緩和設備が
設置される建物・構築物及び土木構造物

基準地震動Ｓｓによる地震力







地震対策-532

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

緊急時対策所設備の概要と建物緊急時対策所に耐震構造を採用した理由

○緊急時対策所に要求される厳しい設計条件に対して，先行PWR電力の緊急時対策所
にて実績のある耐震構造を採用することにより，耐震性を十分確保する設計とした。
耐震構造を採用することで耐震安全性が確保可能と考えている。



地震対策-533

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

緊急時対策所設備の概要と建物

項 目 基 本 仕 様
1 建屋構造 ・鉄筋コンクリート造（耐震構造）
2 階層 ・4階建て

3
建屋延床面積／
災害対策本部室
床面積

・建屋：約4,000m２／災害対策本部室：約350m２

宿泊・休憩室：約70m２

4 耐震強度 ・基準地震動Ｓｓで機能維持

5 耐津波 ・防潮堤内側，発電所構内高台（T.P.＋約23m）に設置

6
中央制御室との
共通要因による
同時機能喪失防止

・中央制御室との十分な離隔（約320ｍ）
・中央制御室と独立した機能
（電源設備及び換気設備は独立した専用設備）

7 電源設備
・通常電源設備：常用所内電気設備，非常用所内電気

設備(通信連絡設備等の負荷のみ)
・代替電源設備：緊急時対策所用発電機(2台）

8 遮蔽，放射線管理

・建屋外壁等十分な壁厚を確保した遮蔽設計
・よう素除去フィルタ付非常用換気設備の設置
・プルーム通過時の加圧設備の設置
・加圧判断のためのエリアモニタ，可搬型モニタリング・

ポストの配備
・居住性確認のための酸素濃度計及び二酸化炭素濃

度計の配備
・チェンジングエリアの設置

9 原子炉施設の情報 ・対策に必要な情報を表示するデータ表示装置の設置

10 通信連絡
・発電所内・外の必要のある箇所と必要な連絡を行うた

めの通信連絡設備の設置
11 食料，飲料水等 ・7日間必要とされる食料，飲料水等を配備

緊急時対策所の建屋概要

〇災害対策本部室の設置されている床（代表：EL.30.30)の加
速度は， 大応答値656cm/s2（Ss-31 試験施工のばらつ
きを考慮（＋σ）のケースの応答値）となり，同床に配置され
ている机等には適切に固縛，転倒防止措置等を施し，機能
が喪失しない設計とする。他床も適切に評価を行っている。

EL.(m)
大応答加速度（cm/s2）

NS方向 EW方向 UD方向

51.00 732 766 700

43.50 690 736 665

37.00 671 692 631

30.30 650 656 595

23.30 630 631 530

20.80 626 627 524



地震対策-534

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

施設内の設備・機器等及び人員に係る耐震上の評価及び対策

〇緊急時対策所の耐震設計を実施するにあたり， 新の科学的・技術的知見を踏まえ，各
種の不確かさを十分に考慮した東海第二発電所の基準地震動Ｓｓ （８波）を策定した。

この基準地震動Ｓｓ（８波）による地震力に対し，緊急時対策所建屋及び建屋内の設備の
機能が損なわれることがないよう，耐震構造を採用することで耐震安全性を確保した。

〇緊急時対策所に新たに配備する机，OA機器，什器及び資機材等（個別の耐震評価は実
施されていない）については，緊急時対策所に必要な機能を維持するため，適切な固縛，
転倒防止措置を施す。

〇施設内の人員に対する安全性を確保する。

地震発生時による緊急時対策所に居住する要員への危険を排除するため，配備する机
等には適切に固縛，転倒防止措置等を施し，要員は，机等の固定した物に掴まることで
体勢を維持する。＊１ 。

（＊１ 第１３回中央制御室 茨城県原子力安全対策委員会 東海第二発電所安全性検討ワーキングチームにてご説明）



地震対策-535

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

まとめ

緊急時対策所建屋は，地震及び津波等の外部事象に備えて，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し

機能（遮蔽性，気密性等）を損なわない設計とする。また，建屋内の各設備も基準地震動Ｓｓに対し

て機能を損なわない設計とする。

◆耐震評価を実施していない資機材等については，緊急時対策所に必要な機能を維持するため，適

切な固縛，転倒防止措置を施す。

◆緊急時対策所に居住する要員へ安全性確保のため，地震発生に備えた机等の固縛及び転倒防

止措置等を実施する。また，要員は机等の固定した物に掴まることで体勢を維持する。

○これらの対策により，自然災害時においても多数の災害対策要員が緊急時対策所に滞在を続け，

プラント状況の把握と発電所内外との通信連絡を確保しつつ，重大事故等対応のための指揮命令

が行えることを確認している。





地震対策-537

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 耐震評価結果一覧 建物・構築物（緊急時対策所）

○ 建物・構築物について基準地震動Ｓｓにおける発生値が許容値に収まることを確認した。

＊1 ： 鉄骨部材における組合せ応力による評価とし，許容値を1とする。
＊2 ： 配筋量に対する必要鉄筋量の比を発生値及び許容値として示す。

発生値 許容値 検定比

Ⅴ-2-2-2 原子炉建屋の耐震性についての計算書 構造強度 耐震壁 せん断ひずみ ×10-3 0.6 2.00 0.300

Ⅴ-2-2-5 使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震性についての計算書 構造強度 杭 曲げモーメント kN・m/本 2200 2210 0.996

Ⅴ-2-2-11 緊急時対策所建屋の耐震性についての計算書 構造強度 杭 鉛直支持力 kN/本 10819 17224 0.629

Ⅴ-2-2-15-1 主排気筒の耐震性についての計算書 構造強度 鉄塔（主柱材） 軸力+曲げ － 0.915 1.000 0.915

Ⅴ-2-2-15-2 主排気筒の基礎の耐震性についての計算書 構造強度 杭 鉛直支持力 kN 8641 13193 0.655

Ⅴ-2-2-17
非常用ガス処理系配管支持架構の耐震性についての計
算書

構造強度 上部構造（柱）
軸力＋曲げモーメント＋

せん断力＊
－ 0.497 1.000 0.497

Ⅴ-2-2-19
格納容器圧力逃がし装置格納槽の耐震性についての計
算書

構造強度 耐震壁（地下外壁）
軸力＋曲げモーメント＋

面内せん断力
－ 0.557 1.000 0.557

Ⅴ-2-4-2-1 使用済燃料プールの耐震性についての計算書 構造強度
使用済燃料プール躯体

（底版）
面外せん断力 N/mm2 2.15 3.01 0.715

Ⅴ-2-7-2-5 非常用ガス処理系排気筒の耐震性についての計算書 構造強度 排気筒サポート 圧縮応力 N/mm2 131.9 163.2 0.809

Ⅴ-2-8-4-2 中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書 構造強度 天井スラブ 曲げモーメント kN・m 142.6 173 0.825

Ⅴ-2-9-2-2
原子炉格納容器底部コンクリートマットの耐震性について
の計算書

構造強度 底部 軸力＋曲げモーメント N/mm
2 1.01 1.06 0.953

Ⅴ-2-9-3-1 原子炉建屋原子炉棟の耐震性についての計算書 構造強度 屋根トラス 圧縮応力 N/mm2 200 208 0.962

Ⅴ-2-9-3-4 原子炉建屋基礎盤の耐震性についての計算書 構造強度 付属棟基礎 軸力＋曲げモーメント ×103kN・m/m 10.9 12.2 0.894

単位目録番号 目録名称 評価項目 評価部位 応力分類

耐震評価結果

*1

*1

*2















地震対策-544

14．緊急時対策所に耐震設計を選択したことの安全上の考え方並びに施設内の設備・機器及び人員等に係る耐震上の評価及び対策

別紙 主な耐震評価結果 建物・構築物（緊急時対策所）

○ 緊急時対策所建屋

・地盤物性のばらつきを考慮した緊急時対策所建屋の耐震壁のせん断ひずみを算出し， 大せん断ひずみと許容限界を比較した結果，
耐震壁の 大せん断ひずみは0.115×10-3であり，許容限界（2.0×10-3）を超えないことを確認した。

地盤物性のばらつきを考慮した地震応答解析ケース

地震応答解析モデル及び
入力地震動の概念図（水平方向）

（NS方向） （EW方向）
せん断スケルトン曲線上の 大応答値（Ｓｓ－２２，要素番号(4)）

地盤物性

モデル名称支持地盤

表層地盤
地盤改良土

基本ケース 平均値 改良目標値 基本ケース

地盤物性の変動
による影響

平均値 平均値 試験施工の平均値を考慮

＋σ相当 ＋σ相当 試験施工のばらつきを考慮（＋σ）

－σ相当 －σ相当 試験施工のばらつきを考慮（－σ）
20.80

23.30

30.30

37.00

43.50

51.00

EL.
(m)

KH

KR
地盤ばね

EL.-370m

解放基盤表面

EL.-15.2m

EL. -5.5m

EL.  1.0m

EL.  7.2m

EL. 13.6m

▼ EL. 23.0m（地表面）

Km

D2g-3

D2c-3

D2g-3

fl

du

D2c-3

地盤改良

EL. 20.8m
（基礎下端）

（基礎下端より上層
は考慮しない）

一次元波動論に
よる応答計算

基準地震動Ss
2Ｅ０

入
射
波
Ｅ０

入
射
波
Ｅ

反
射
波
Ｆ基礎底面位置の

応答波を入力 D2s-3

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

・( )内は要素番号を示す。

・福島第一原子力発電所の免震重要棟は，２０１１年の事故時にそ
の機能を維持し，事象収束へ向けた対策検討，指揮命令を発する
場所として機能したことから，免震構造には一定の効果があると
いえる。一方，東海第二発電所の緊急時対策所建屋では，先行プ
ラントの状況等を勘案し，耐震構造とすることとした。

・右表に緊急時対策所建屋に設置される代表機器の評価結果を示
す。全ての評価対象設備について，応力・加速度の発生値が許容
値を下回ることを確認した。

評価対象設備 評価項目 評価部位 応力分類 発生値 許容値

緊急時対策所
用発電機

構造強度 取付ボルト 引張応力 81（MPa） 210（MPa）

機能維持
緊急時対策
所用発電機

応答加速度
（鉛直）

0.55（G） 1（G）

緊急時対策所
用制御盤

構造強度 取付ボルト 引張応力 147（MPa） 385（MPa）

機能維持
緊急時対策
所用制御盤

応答加速度
（水平）

0.65（G） 1.3（G）

緊急時対策所建屋に設置される代表機器の耐震評価結果

EL.(m)
大応答加速度（cm/s2）

NS方向 EW方向 UD方向

51.00 732 766 700

43.50 690 736 665

37.00 671 692 631

30.30 650 656 595

23.30 630 631 530

20.80 626 627 524





地震対策-546

15．使用済燃料乾式貯蔵施設の耐震評価における具体的な応答解析手法

使用済燃料乾式貯蔵建屋の耐震評価（１／３）

○ 使用済燃料乾式貯蔵建屋の杭の評価について

・使用済燃料乾式貯蔵建屋の杭の評価は，基準地震動Ｓｓに対して
支持機能を維持できることを確認するため，非線形はり－非線形
地盤ばねモデルを用いた非線形応力解析を実施する。

・水平地盤ばねは，水平載荷試験結果に基づき評価した水平地盤
反力係数に基礎指針に基づく群杭係数を乗じて評価する。

・全ての基準地震動Ｓｓによる建屋の地震応答解析で得られた建屋
の水平力の 大値を杭頭位置に，全ての基準地震動Ｓｓによる自
由地盤応答解析で得られた地盤変位の 大値を杭の水平地盤ば
ね位置に入力し，杭に発生する応力が許容限界を超えないことを
確認する。

・いずれの評価項目も検定比（発生値／許容値）が1を下回っており，
発生応力が許容限界を超えないことを確認した。
なお，杭の曲げに対する評価において，実際の許容限界は終局
曲率であるが，保守的に評価する観点から全塑性モーメントを許
容限界として設定し，杭に発生する曲げモーメントが全塑性モーメ
ントを超えないことを確認した。

杭の評価結果

評価項目 発生値 許容値 検定比 判定

鉛直支持力 1340 （kN/本） 2740 （kN/本） 0.490 可

引抜き力 404 （kN/本） 840 （kN/本） 0.481 可

曲げモーメント 2200 （kN・m/本） 2210 （kN・m/本） 0.996 可

せん断力 571 （kN/本） 2350 （kN/本） 0.243 可

杭の解析モデル図

建屋からの水平力

地盤変位

Ｍｐ ： 杭断面に作用する軸力Ｎを考慮した
全塑性曲げモーメント

Φy´ ：全塑性モーメントに至る時の曲率
Φｕ ：杭断面に作用する軸力Ｎを考慮した

終局曲率

杭の曲げモーメント－曲率（Ｍ－Φ）関係
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